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 ⑴ パブリシティ権とは何か 
  ア 定義 
    裁判例上、固定した定義はまだみられない。昭和５１年に初めてパブリシティ的
な意味合いでの法的利益に関する判断がされて以来（①マーク・レスター事件）、事
案ごとに各々判断しているように思われる。 
   ①マーク・レスター事件（東京地判 S51.6.29） 
    「自己の氏名・肖像を対価を得て第三者に専属的に利用させる利益」 
※パブリシティ的意味合いで初めて法的利益を認めた。ただし、このときはま
だパブリシティという表現は用いていない。 




     ※「パブリシティ権」という表現を用い、これを認めた。 
   ③キング・クリムゾン事件控訴審（東京高判H11.2.24） 
    「著名人がその氏名、肖像その他の顧客吸引力のある個人識別情報の有する経済
的利益ないし価値（パブリシティ価値）を排他的に支配する権利」 
   ④ピンク・レディー事件上告審（最判H24.2.2） 
    「肖像等は商品の販売等を促進する顧客吸引力を有する場合があり、このような
顧客吸引力を排他的に利用する権利」 
     ※最新判例。なお、人のパブリシティ権に関する初の最高裁判断である。 
 
  イ 権利の本質 
    パブリシティ権の本質が、人格権なのか財産権なのかは、各派生論点（譲渡性や
救済措置等）に影響する問題である。もっとも、双方の性質を有するという見解や、
そもそも権利の性質に縛られる分野ではないという見解もある。 
   ⅰ）財産権 
     おニャン子クラブ事件控訴審（東京高判 H3.9.26） 
     「当該芸能人は、かかる顧客吸引力のもつ経済的な利益ないし価値を排他的に
支配する財産権的権利を有する」 
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      ※１審は「人格的な利益」としていたが、１審を取り消した。その後、しば
らくはこれに沿って判決が出された。 
   ⅱ）人格権 
   ①矢沢永吉事件（東京地判H17.6.14） 
      「原告がパブリシティ権と称しているのは、人格権に含まれる上記の顧客吸
引力という経済的利益の利用をコントロールし得る法的地位を指すものと解
される」 
       ※このあたりから人格権と明示的な位置づけが行われるようになった。 
     ②ピンク・レディー事件上告審（最判H24.2.2） 
      「人格権に由来する権利の一内容を構成するもの」 
       ※最高裁が人格権と明示した。 
 
 ⑵ 保護の対象 
  ア 氏名及び肖像 
    すべての裁判例で、この一方または双方が取り上げられている。 
    氏名の保護としては、本名、芸名、ニックネーム、雅号、ペンネームがある。ま
た、肖像の保護としては、写真、影像、イラスト、立像がある。 
  イ 記録 
    プロ野球の王貞治氏が達成したホームラン８００号記録を保護の対象したものと
して、王選手事件（東京地判 S53.10.2）がある。ただし、仮処分事件であったため
詳細な理由付けはない。 
  ウ デザイン 
    キング・クリムゾン事件において、氏名及び肖像を用いたジャケット写真と併せ
て、氏名及び肖像が用いられていないジャケット写真もパブリシティ権の内容とし
て含まれるか問題となった。 
    なお、キング・クリムゾンとはロック歌手グループで、本事件では、CDのジャケ
ット写真等が伝記書籍の中に掲載される形で使用された。 




    ①キング・クリムゾン事件第１審判決 








      ※氏名・肖像の含まれないジャケット写真もパブリシティ権の内容に含まれ
うると考えている。 
    ②キング・クリムゾン事件控訴審判決 









 ⑶ 顧客吸引力 
   パブリシティ権は、権利主体に顧客吸引力があることが前提となっている。顧客吸
引力について否定した唯一の裁判例が土井晩翠事件（横浜地判H4.6.4）である。 
   ①土井晩翠事件（横浜地判H4.6.4） 
    「氏名や肖像の持つ顧客吸引力そのものをコントロールすることによって経済的
利益を得ることを目的に活動するものではなく、また、その氏名や肖像が直ちに
顧客吸引力を有するわけではない」 






 ⑷ 権利帰属主体 
  ア グループ 
     キング・クリムゾン事件第一審は、原告自体は、ロック歌手グループであるキ
ング・クリムゾンのリーダーであり、個人であったが、その判断においては、ロ
ックグループ自身にもパブリシティ価値が認められる余地を示した。 
    キング・クリムゾン事件第一審 
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      ※重なる中でリーダーにどの程度の割合が認められるかは不明。 
  イ プロダクション等 
    これを示した裁判例はない。もっとも、プロダクション等によるパブリシティ権
の原始的帰属を認める見解がある。 
    また、プロ野球選手のパブリシティ権について、選手と球団との（準）共有とと
らえる見解もあり、この見解は球団の権利帰属主体性を前提としている。 





     ※ただし、丹羽繁夫氏はコナミ株式会社法務・知財担当の執行役員であり、球
団に権利を認めたい立場と思われる。 
  ウ 法人 





 ⑸ 物のパブリシティ 
   今回のテーマとはずれるため判例を紹介するに留まる。 







 ⑹ 権利の性質 
  ア 譲渡性 
    人格権が本質という前提を貫けば、本来、譲渡は許されないはずである。もっと
も、人格権であることを前提に譲渡を否定した裁判例はない。 
    ①黒夢事件第一審（東京地判H14.2.22） 
     「肖像使用権は、契約上の地位ではなく一個の権利であるから、本件肖像使用
権の譲渡に対する原告の承諾は必要ない」 





    ②プロ野球選手事件第一審（東京地判H18.8.1） 
     「本契約条項は、選手が所属球団に対し、その氏名及び肖像につき、独占的に
使用許諾することを定めるものにすぎず、選手が氏名及び肖像の商業的利用権
を所属球団に譲渡することを定めるものとはいえない。」 
      ※譲渡が許されないと明言したわけではない。 
  イ 許諾性 
    パブリシティ権の使用を第三者に対して許諾することは裁判例でも認められてい
るところである。 
   ⅰ) 許諾を受けた者が採りうる救済措置について 
     第三者にパブリシティ権を侵害されたとしても、侵害されているのは権利主体
であって、許諾された者は権利主体でない以上救済措置は採りえないのが原則で
あるかに思える。 
     もっとも、自らが有する債権の侵害に基づく救済措置は採り得るのではないか。 
     損害賠償請求 → パブリシティ権の侵害に基づく損害賠償請求はできない。 
              自らが有する債権の侵害に基づいて損害賠償請求すべきか。 
     差止め請求  → 上記と同様にとらえれば、差止めはできない。 
   ⅱ) 許諾の範囲について 
     独占的使用許諾と非独占的使用許諾がありうる。これは許諾契約の解釈による
ものである。 
     たとえ独占的使用許諾であっても、一部については本人に留保する範囲を、許
諾契約の解釈上残していることもある（下記①②の裁判例はそのように判断して
いる）。 
     ①河合我聞事件（東京地判H22.4.28） 
      「本件専属実演家契約は，実演家の活動とは直接の関係を有しない店舗の経
営にまでは及ばない」 





     ②プロ野球選手事件控訴審（知財高判H20.2.25） 
      「純然たる私人としての行動についての権利は選手個人に留保されている」 
   ⅲ) 許諾後に、どういった肖像をどのような方法で使用するかという指示を、本人
から出すことはできるか。 
       → 個別に許諾契約の内容を判断すべきである。許諾契約で前提となって
いない私人としての範囲（例：髭のある写真は NG 等）では、指示を出
62










  ウ 相続性 
    人格権を本質とすれば相続性は認められないはずである。 
    相続性について判断した裁判例はない。 




 ⑺ 侵害態様 
   侵害態様は様々であるが、例えばプロ野球選手事件（東京地判H18.8.1）は、商品化
型利用と、広告宣伝型利用に分けている。 
  ア 商品化 
  各裁判例が基礎としている判断基準は顧客吸引力への依存の有無と思われる。 
   ①おニャン子クラブ事件控訴審（東京高判H3.9.26） 
     「控訴人は被控訴人らの氏名・肖像が表記されたカレンダーを、被控訴人らに
無断で販売し、将来も無断のまま販売するおそれがあるというところ」 
      ※芸能人グッズについて顧客吸引力に依存しているとし、侵害を認めた。 
    ②矢沢永吉事件（東京地判H17.6.14） 
     原告の特徴を模したキャラクターイラストがパチンコ遊技機の液晶画面に表示
される。 






      ※顧客吸引力を用いる目的で使用したとは認められないとして、パチンコ遊
技機の中の位置づけや使用態様から、侵害を否定した。 







  イ 宣伝広告 
    アと同様、顧客吸引力への依存の有無が判断基準となっている。 
   ①出演契約失効後の CM等への起用について侵害を認める。 
     ・藤岡弘事件（富山地判 S61.10.31） 
     ・セインカミュ事件（東京地判H19.3.27） 
          ・中山麻里事件（東京地判H20.12.24） 
   ②無断使用について侵害を認める。 
     ・マークレスター事件（東京地判 S51.6.29） 
     ・長嶋一茂事件（東京地判H17.3.31） 
  ウ 書籍 
    伝記書籍の中に、氏名・肖像等が掲載されており、購入者の視覚に訴えかける体
裁になっている。 
 ①キング・クリムゾン事件第一審（東京地判H10.1.21） 





    ②キング・クリムゾン事件控訴審（東京地判H12.2.24） 




      ※一審の判断を覆し、侵害を否定した。 
  エ 雑誌 
    雑誌記事の中に、氏名・肖像が掲載されている。 
    ①ブブカ第一次事件控訴審（東京高判H18.4.26） 
     雑誌に、「モーニング娘。」メンバーが制服で通学する写真や実家周辺などの写
真を掲載された。 
     「著名な芸能人の名声，社会的評価，知名度等を表現する肖像等の顧客吸引力
に係る経済的価値を十分認識した上で，本件雑誌販売による利益を得るといっ
た目的でこれを利用して本件雑誌を出版，販売している」 
    ②ピンクレディー事件上告審（最判H24.2.2） 
      雑誌に、ピンクレディーの振り付けをまねるダイエット法が紹介され、そこに
同人らの写真が掲載された。 
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 ア 差止め請求 
   パブリシティ権の侵害が認められた事案で、差止め請求がされている場合、これ
を一切認めなかった裁判例はない。 
    人格権を本質とするのであれば、差止め請求は認められるべきである。 
    もっとも、財産権として捉えても、差止めが認められている（おニャン子クラブ
事件控訴審、東京高判H3.9.26）。 
  イ 財産的損害の損害賠償 
    パブリシティ権の損害をどのように金銭的に評価するかが問題となる。 
     ⅰ) 客観的な許諾料や出演料が判明している場合には、これを基礎に使用態様
等で調整をする。 
       マークレスター事件（東京地判 S51.6.29） 







       「諸点を考慮すれば、同原告が本件コマーシャルの製作用に肖像写真の撮
影に応ずるためその役務を提供することの対価は、前記の基準額よりかな
り減額して評価する必要」 
     ⅱ) 著作権法 114条の類推適用（ないし趣旨の類推）を認めるべきとの見解も
ある（内藤篤＝田代貞之『パブリシティ権概説（第２版）』（木鐸社、2005年）
参照。）。 
        ※著作権法 114条（著作権法コンメンタールより） 
          ①侵害物の譲渡数量に権利者側の単位当たり利益を乗じた額を損害
額とみなす（1項） 
          ②侵害者側の得た利益を権利者側の損害額と推定するもの（２項） 





  ウ 精神的損害の損害賠償 
    パブリシティ権の本質を人格権と捉えるのであれば、精神的損害は当然に伴うこ
とになる。金額は、１０～５０万円程度が多い。 
  エ 無形損害 




  オ 謝罪広告 
    マークレスター事件（東京地判 S51.6.29）では、謝罪広告をさせることは不相当
であると判断している。 







 ⑴ 野球界の組織（野球協約１条） 
   まず、日本野球機構（NPB）が存在する。 
   NPBの内部組織として、セントラル野球連盟とパシフィック野球連盟がある。 
   セントラル野球連盟及びパシフィック野球連盟は、各６球団で構成される。 
 
 ⑵ 統一契約書 
   選手は、球団との間で、統一契約書記載内容の野球選手契約を締結する（野球協約
４５及び４７条）。その統一契約書の中には、野球選手の肖像等に関する規定がある（統
一契約書１６条）。 
   なお、統一契約書は、米野球を参考に昭和２６年に作成され、その後、肖像等に関
する規定（統一契約書１６条）については、実質的な変更はされていない。 















 ⑶ 判例（東京地判H18.8.1） 
  ア 事案 
    球団は、プロ野球ゲームソフト及びプロ野球カードにつき、第三者（メーカー）
に対し、選手の氏名及び肖像の使用を許諾している。その際、選手の個別的な許諾
を得ていない（選手は球団から分配金という形で利益を得る。）。 
    そこで、選手が原告となり、球団には選手の氏名及び肖像の使用を第三者に許諾
する権限がないことの確認を求めた。 
  イ 争点 
    ①統一契約書１６条の解釈（氏名及び肖像使用権の譲渡及び使用許諾の有無） 
    ②統一契約書の有効性 ・不合理な附合契約か 
               ・独禁法違反か 
  ウ 裁判所の判断 
    【争点①】 
     詳細な事実認定（統一契約書の歴史、氏名肖像の使用状況、使用料の分配実績、
許諾に関する各球団の運用、原告らの従前の態度）の上で、以下のように判断し
た。 
     ⅰ）文言（統一契約書１６条①）の解釈 
       「宣伝目的」：球団ないしプロ野球の知名度の向上に資する目的 
       「宣伝目的のためにいかなる方法でそれらを利用しても」 
            ：球団が自己ないしプロ野球の知名度の向上に資する目的でする
利用行為 
              ⇒商業的使用ないし商品化型使用も含まれる 
     ⅱ）趣旨 
       本条項全体として：商業的使用ないし商品化型使用の場合を含め、球団な
いしプロ野球の知名度の向上を資する目的の下で、独
占的に使用を許諾したもの 




     ⅲ）譲渡について 






     ⅳ）小括 
       上記ⅱ記載の統一契約書１６条の趣旨を前提に、ゲームソフト及びカード
での使用が宣伝目的に含まれるとして、球団に使用許諾権限を認めた。 
    【争点②－１】 
     結論：不合理な附合契約ではない。 
     理由：選手が主体的に広告等に関与する途が開かれていること 
        使用料の分配があること 
        分配率増額変更の交渉が可能であること（過去に統一契約書に特約条項
を挿入した例がある。） 
    【争点②－２】 
     結論：公序良俗には反しない。 
     理由：【争点②－１】記載の理由と同様。 
  エ 高裁の判断（知財高判H20.2.25） 
    地裁の判断とほぼ同様。 
 
 ⑷ 判例の評価 
   文献を見る限り、本裁判所判断が明示的に批判されているものはなく、結論として
は妥当な範囲とされているように思われる。 
   もっとも、疑問に感じる点はいくつかある。（以下、個人的見解） 
    ・権利の性質に言及していないこと（もっとも本件の解決には不要か） 
    ・商品化型利用は、明らかに統一契約書１６条では想定されてないのではないか 
    ・球団による投資がパブリシティ権使用の許諾の根拠となるのか 
    ・分配金額の相当性 
    ・分配率増額変更交渉は現実的か 




３ プロ野球 OBのパブリシティ権 
 ⑴ 現役との違い 
   OB 選手に対し、統一契約書の拘束力はない（統一契約書３５条）。したがって、統
一契約書１６条の適用はなく、球団には独占的使用許諾権がないはずである。 
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 ⑵ 法的関係の整備 
   パブリシティ権の利用形態には様々なものが考えられる。以下、現時点で想定され
る利用形態に併せ、法的関係に言及する。 
  ア カード（商品化型利用） 






   ⅱ）法的関係 






  イ ゲーム（商品化型利用） 
   ⅰ）利用形態 
     氏名は原則として利用される。肖像については、写真を使用する場合とそうで
ない場合がある。 
     写真を使用する場合は、肖像利用となる。また、写真でなくイラストであると
しても、矢沢永吉事件（東京地判 H17.6.14）の判断からすれば、肖像の利用にあ
たりうる。もっとも、肖像に関し、ライセンサーからの拘束はありうる。 
   ⅱ）法的関係の整備 
     基本的にはアと同様である。 
    ただし、ゲームの場合には、選手の所属チームを自由に変更できたりする。こ
の設定の場合、利益の帰属主体に影響を与えないか。 
  ウ テレビ CM（広告宣伝型利用） 
    球団名を使用する場合（例：ユニホーム着用等）、球団にもマーク代としてその対
価の支払いが必要となる。 
    しかし、ユニホーム着用等がなく球団名を使用しない場合には、OB個人のパブリ
シティ権が問題となる。 
      →宣伝する企業と OBとの間で、広告出演契約を締結する。 
       宣伝する企業とテレビ局で契約を締結する。 






  エ ラジオ CM（広告宣伝型利用） 
    テレビ CMと基本的には並列して考えられる。 
    球団名を使用する場合としては、例えば、CM 中に「元（球団名）の○○です。」
と名乗る場合等が考えられる。もっとも、ユニホームの表示のようなマーク代とし
ては表示されるわけではないので、その点でテレビ CMとは異質である。 
  オ その他 
    今後、様々な侵害態様が出現するものと思われる。その度に個別的な判断が必要
とされる。 
  カ 問題点 
    OB のパブリシティ権管理のため、各当事者間の法的関係を整備するにあたって、
以下のような課題が考えられる。 
   ①使用料の相当性 
     改めて金銭的評価をする必要がある。 
     ライセンス契約を参照するならば、売上と連動させることもありうる。 
     他スポーツの現状も調査が必要ではないか。 
   ②窓口の多元化 
     各 OB 個人を相手に個別に契約をすることとなる。そうすると、メーカー側か
らすれば、個人の数だけ契約を締結しなければならなくなる。 
     もっとも、パブリシティ権の本質としては仕方ないのではないか。そのため、
管理組織の必要性につながる。 
 
 ⑶ 契約の内容について 
ライセンサーとしての管理態様（ライセンス契約を参照）として、以下のような点
を明確にする必要がある。 
     ・ロイヤルティの回収、管理 
     ・商品のチェック、肖像の使用態様のチェック 
     ・肖像の提供、肖像（写真等）に関する情報の提供 
     ・商品の共同開発 
     ・第三者侵害の除去（ライセンシーの利益が減少しないように） 













































































Haelan Laboratories, Inc. v. Topps Chewing Gum, 
Inc., 202 F.2d 866, 868 (2d Cir.), cert. denied, 346 












McCarthy,Rights of Publicity and Privacy § 1:3 
• The right of publicity is not merely a legal right of the "celebrity," but 
is a right inherent to everyone to control the commercial use of 
identity and persona and recover in court damages and the 





Haelan Laboratories, Inc. v. Topps Chewing Gum, Inc., 























PETA v. Bobby Berosini, Ltd., 895 P.2d 1269, 










Baltimore Orioles v. Major League Baseball Players' 
Association,805 F.2d 663 (7th Cir. 1986), cert. 






































C.B.C. Distribution and Marketing, Inc. v. Major League Baseball Advanced Media, L.P., 505 F. 3d 818, 35 Media L. 
































Davis v. Electronic Arts Inc., 2012 WL 3860819, 
(N.D. Cal. 2012) 
• 【事実の概要】 
• 元NFL選手（National Football League）が彼らの肖像(likenesses)をビデオ
ゲーム機で利用しているとして、無許可のパブリシティ権侵害であるとして


















• See The Amer-I-Can Program, Foundation Home, http://www.amer-i-
can.org/AMIC_Program_Overview.pdf 




• Madden NFL ゲーム上のプレイヤーはブラウンとそっくりではないが、同じ
背番号を着用するなど、アメフト通には直ぐに分かるように作られていた。 
• EAスポーツは、意図的にブラウンの肖像を利用していた。ビデオゲームに
引退選手を使うことでゲームの魅力を増すことを狙っていた。 
• EAスポーツはNFLのロゴ、チーム名、選手の肖像権利用のため、NFLと選
手会には数億円を支払ってきた。 
